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第１章 計画策定のあらまし 

１ 計画策定の趣旨 

我が国の経済は、低成長ながらも長期にわたり経済成長が続いておりま

したが、世界同時不況を機として、景気が低迷しております。 

一方、少子高齢化・人口減少社会の到来に伴い、将来の日本の活力を維

持していくため、行財政面での体力の強化が喫緊の課題となっております。 

このような状況下、本市においては、平成１４年度に「阪南市財政再建

実施計画」、さらに、平成１８年度においては持続可能な行財政運営システ

ムの構築を基本方針とする「第二次阪南市財政再建実施計画」を策定し、

行財政改革に積極的に取り組んだ結果、一定の成果を上げたものの、市立

病院等の運営状況により、財政状況は依然厳しい状況であります。 

しかしながら、非常に厳しい財政状況のなかにおいても今後、地域の再

生や、安心・安全、少子高齢化等に対応したまちづくりをめざして、新た

な行政課題に積極的に取り組む必要が生じてきています。 

そのため、市の「未来あるまちづくり」を進めるには、財政的視点だけ

ではなく、政策・施策をも計画的に「種をまく」必要があると考えており、

一時の財政負担だけで判断するのではなく、後に効果を出せることを見定

め、また、効果を出すことを条件に全庁的に知恵を出し、国・府の制度等

をも活用した創意工夫を行いながら、なんとしても「未来あるまちづくり

への種まき」を行う必要があります。 

 

２ 計画の性格 

本計画は、まちづくりの根幹である総合計画を基本として、後述（第 2

章）する「計画の基本的な考え方」をもとに、政策事項をあらゆる角度で

抽出・検証・推進（ECP（抽出(Extract)・検証(Check)・推進(Promote)））

するものとし、各部・課の考え方を基本に市全体の政策調整を図り、方向

性を整理し全庁的に推進することにより、将来のまちづくりに寄与するも

のであります。 

また、市民のみなさんのご理解とご協力のもとに、協働により行政を推

進するため、計画内容については、ホームページ等で公開し、市民のみな

さんとの情報の共有化に努めます。 
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３ 計画の構成と期間 

本計画の構成は、各部・課の政策事項について、政策事項推進要綱に基

づき、全体計画及び３ヵ年の事業計画を検証し、総合評価として整理した

ものをとりまとめるものです。 

なお、本計画に位置付けた政策事項については、財政状況を踏まえ、翌

年度以降、予算化に努めることとします。 

本計画の期間は、総合計画に基づき、将来の都市像の実現をめざし、市

の主要な政策を推進していくことが目的であることから、総合計画との整

合性を図りつつ、また、急激な社会情勢の変化に柔軟に対応するため、３

年とし、毎年度ローリングを行うこととします。 
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事務事業 

施 策 

第２章 計画の基本的な考え方 

１ 政策構築図 

市 政 運 営 

 

 

政 策 
〔市政運営のための目的〕 

 

 

 

〔政策推進の為の目的及び手段〕 

 

 

 

〔施策推進のための目的及び手段〕 
〔行政活動のプロセス〕 

 

＜改善点＞ 施策目標との対比での事務事業の重点化や優先順位付け困難（つまり、

運営の意思・目的が導けない） 

        ：政策レベルからの 戦略策定プロセス  

  ≪克 服≫ 

        ：市民視点による構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・都市のビジョン(将来像)や政策目標明示 

 

 

 

 

・市民ニーズや市の役割の増加または減少 

・上位機関の活用 

・ 個々の事業レベルで捉えることな

くトータルサービス像で捉える。 

・ コミュニティでの公共サービスの

必要性やニーズに応じた市民起点

によるサービスの構築 

［未来あるまちづくりへの種まき］ 

政 策 事 項 推 進 計 画 

総 合 計 画 の 推 進 

事業の重点化 

優先順位付け 
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２ 政策事項の基本的な考え方 

政策構築図は、これからの自治体運営を推進するにあたり、現在進めて

いる事務事業評価システムとは異なる視点からのアプローチを行うことで、

自治体運営を総合的・体系的に推進するための概念を表したものです。 

 

① 行政の政策・施策体系は、政策―施策―事務事業の三層構造から構

成しており、事務事業は、施策・政策を推進するための目的及び手段

であります。 

ア 事務事業は、施策推進のための目的及び手段 

イ 施策は、政策推進のための目的及び手段 

ウ 政策は、市政運営のための目的 

 

② 本市の事務事業評価システムは、限られた財源の効率的かつ効果的

な活用を行い、行財政改革を推進することであり、施策目標との対比

による事務事業の重点化や優先順位付けには限界があります。したが

って、運営の意思・目的が導き出しにくいため、新たなシステムを構

築する必要があります。 

 

③ 上位の施策目標との対比による事務事業の重点化などの価値判断を

行うためには、事務事業及び施策レベルからの視点はもとより、運営

の意思・目的を導くための視点・プロセスが必要であります。 

 

④ ２つの視点・プロセス 

ア 市民視点による構築 

政策体系ではなく行政の現場からの公共サービスの設計が必要で

あることから、公共サービスを個々の事務レベルで個別に把握する

のではなく、特定の属性を起点にしたトータルなサービス像として

捉えた公共サービスの構築が必要です。すなわち、コミュニティで

の公共サービスの必要性や市民ニーズに応じた市民起点によるサー

ビスの構築を行うものです。 

（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者（属性） 

他のサービス 

保 健 

生涯学習 

医 療 福 祉 

トータルなサービス像 
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イ 戦略策定プロセス 

政策目標を明示し、政策・施策・事務事業の重点化や優先順位付

けを行います。その根拠としては、市民ニーズや市の役割の増加・

減少に視点を置き、ニーズや役割が増加していれば公共として重点

的な対応を求められるものであり、逆に減少していれば、対象から

外すべきものと考えます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 視点・プロセスから導き出されるもの 

 

 

 

運営の価値・意思の形成⇒政策事項推進計画⇒総合計画の推進 

安心・安全のまちづくり 

福 祉 教 育 都市基盤 

市民ニーズの増減による 

重点化や優先順位付け 
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３ 総合計画実施計画との関係 

総合計画は、基本構想・基本計画・実施計画という三層構造で構成して

います。基本構想は、将来の都市像や基本目標を定めたものであり、議会

の議決を要し、基本計画は、基本構想の将来像を具体化する施策を体系化

したものであり、実施計画は、各施策の実現手段である事業等を提示する

ものです。 

総合計画実施計画は、過去において、「実施計画策定大綱」に基づき、

ソフト・ハードあるいは実施中・実施予定に関わらず、すべての施策・事

務事業等を進行管理し、毎年度ローリングを実施してきました。 

一方、本計画は、政策を主眼とし、本市の「未来あるまちづくりへの種

まき」を行うため、総合計画基本計画をもとに政策事項として、抽出、検

証、推進するものです。 

 

４ 第二次財政再建実施計画等との関係 

平成１４年９月策定の「阪南市財政再建実施計画」は、過去からの行財

政改革の取組みにもかかわらず、現状のまま推移すれば数年後には財政再

建団体への転落が避けられないほどの危機的な財政状況に陥ることから、

「分権時代にふさわしい柔軟でスリムな行財政運営システムの構築」を基

本方針として策定したものです。 

しかしながら、地方分権のさらなる進展のなか、国主導による三位一体

の改革により地方交付税等の大幅な削減をうけたこと等もあいまり、本市

財政は、極めて厳しい状況となったことから、より一層の改革を推進する

ため、自立した財政基盤の確立をめざし、財政再建団体への転落を回避す

るとともに、将来の世代に過度の負担を残さず激変する市民ニーズへ柔軟

に対応できる持続可能な行財政運営システムの構築を基本方針とする、「第

二次財政再建実施計画」を平成１８年１０月に策定しました。 

一方、本計画は、総合計画に基づき、６つの基本目標、施策の大綱の形

成に向け、主要な政策の計画的な執行を実施していくことで、本市の未来

あるまちづくりの形成を図るものです。 

そのため、第二次財政再建実施計画と本計画は、財政的に過度の負担と

ならないよう、また、早期健全化団体や財政再生団体に指定されることの

ないよう、相互に連携しながら、自立した行財政運営をめざすものです。 

また、同様に、特別会計・企業会計についても、経営健全化計画を踏ま

え、本計画を推進していくものです。 
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第３章 計画のとりまとめ 

１ 計画の策定手順（次ページにフロー図掲載） 

本計画は、政策事項推進要綱に基づく、各部・課の政策事項について、

総合評価の視点と評価基準に基づき、とりまとめを行うものです。 

なお、事務の効率化を図るため、他部・課が保有するデータなど、既存

の成果品を活用することにより、調査表作成等にかかる担当課の事務負担

の軽減を図ることとします。 

 
２ 総合評価の考え方 

政策事項については、政策事項推進要綱をもとに、また、第二次財政再

建実施計画による本市の財政状況を鑑み、最小の経費で最大の行政効果を

上げるべく、市民のみなさんと行政のパートナーシップのもと、市の将来

を見据えた「未来あるまちづくりへの種まき」を主眼としてとりまとめる

ものです。 

また、とりまとめにあたっての総合評価として、 

① 国・府等の実施による市のまちづくりに寄与できるもの 

② 市民主導又は協働により政策を実施するべきもの 

③ 将来にわたってまちづくりに大きく寄与するもの 

の３つの視点に鑑み、目的・必要性、効果、緊急性、早期実現度、関連性

の評価基準により、総合評価を行うものです。 

総合評価 

Ａ＝「実施に向け進める」 

Ｂ＝「当面先送り」 

 

※Ａは「実施に向け進める」ものとしますが、ヒアリング結果欄に【条件】

の項目があるものについては、平成２１年度中に条件整理の目処をつけ

るものとします。なお、条件が整理できない場合はＢの「当面先送り」

とします。 

 



 - 8 - 

☆計画の策定手順フロー 

 

政策推進方向 
の指示 政策事項推進計画 

経営会議 

政策事項推進計画決定 

次年度事業枠決定 
次年度予算枠決定 

政策の 
進捗管理 

市政運営方針 

政策事項推進 
計画(案)策定 

市長・副市長 

３課連携 

定員管理計画 
人材育成 

・行政運営体制の見直し 
・臨時・非常勤職員の活用 
・民間委託・活力の活用等 
・職員配置の見直し 

人事課 

政策事項推進計画 
（要綱等制定） 

・総計進捗管理 
・政策事項状況把握 

みらい戦略室 

政策事項推進 
計画(素案)策定 総合評価 

部内調整 

予算編成 
第二次財政再建 
実施計画 

・事務事業の見直し 
・民間委託等の推進 
・定員管理の適正化 
・給与、手当の適正化 
・経費節減等の財政効果 
・特別会計等の 

経営健全化 

財政課 

各種情報収集 


